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向けたメッセージ
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　再生可能エネルギーの潜在的な余剰電力を活用して下水汚泥を乾燥させることにより，減容化・燃料化する下
水汚泥処理システムの実用化開発を行います。

実施期間：2016年度～ 2018 年度　実用化計画開発実施場所：相馬市

地域の再生可能エネルギーの最大活用を目指した
下水汚泥処理システムの実用化開発

■ 国のエネルギー基本計画では再生可能エネル
ギーの導入が更に加速され，電源系統容量の制
約で系統に送れない「余剰電力」が増加します。
相馬発の実績をベースに、これを活用し，産廃
処理している下水汚泥の減容化，燃料化を行う
システムを実用化，事業化していきます。

■ 協業企業の皆さんは、全くの素人から精力的に
勉強して資格を取り、自律的に運転出来る様に
なりました。心からの敬意を表するとともに地
域への希望を新たにしました。

■ 実証機本体設計・製造・据付・試運転
を完了しました（FY2017）。

■ 再生可能エネルギー最大活用のための
太陽光発電との連携システム構築

　CEMS からの指示に応じた再エネ電
気の地産地消を実現し、熱利用の構築プ
ロセスを確立しました。
■ 更なる乾燥機熱効率改善を目指した解

析モデル構築
　実証研究の成果として、時間帯により
高粘性となる下水汚泥の解析・評価技術
を獲得しました。これにより高額な実機
サイズの実証を回避した上で効率改善に
向けた評価が可能となります。

■下水汚泥処理費用の削減
　当実証機クラスの設備が事業化された
場合、下水汚泥の削減量は約 900t/ 年、
削減効果は約1600万円/年となります。
また、効率化検討の結果、最大 1.5 倍の
効果を見込むことができます。
■研究員の交流人口増
　2018 年 4 月の実証開始以降、ご視察者は
200 人を超え、大変ご好評を頂いています。
■運転・保守人員の成長
　当事業を通じ、地元の協業企業でボイ
ラ技士が新たに 3 名合格し、全ての運転
プロセスを自律的に遂行できるレベルに
達しています。

　2018 年度に、効率改善によるコスト低減に
ついて、実証機を用いた所定の実用化開発を完
了しました。
　2019 年度は、新たに獲得した解析・評価手
法によって、自社研究において更なる効率改善
を継続検討します。また相馬発の実績をベース
に、乾燥システムを国内の同規模の下水処理場
に展開させるべく活動を開始します。

■高効率な乾燥機システムと最適運転制御の開発
　乾燥途中で高粘度になる汚泥を乾燥させる乾燥機の撹拌技術と，汚
泥投入方法を構築します。また、電気から変換した熱エネルギーを効
率よく使うため，乾燥時間を短縮し，必要な動力を低減します。
■ 再生可能エネルギーの余剰電力を最大活用可能なエネルギーシステ

ムの開発
　変動の大きい再生可能エネルギーの余剰電力を熱エネルギーに変換・
蓄熱し，乾燥機への最適な熱供給を行います。これにより再生可能エ
ネルギーの地産地消の実現に貢献します。

■ 下水汚泥には潜在的に未利用のエネルギーが
ありますが，汚泥乾燥処理システムの導入費
用や運転・保守費用の制約から当地域の下水
汚泥は県外業者に産廃処理を委託しています。

■ 再生可能エネルギー（再エネ）の余剰電力が
発生しています。電力系統容量の制約から太
陽光・風力発電電力等の系統接続・逆潮流が
できないケースが増加しています。

CEMS: Community Energy Management System. 電気を上手に使うための制御装置です。
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　新地町で地域エネルギー事業を中心と
した新たなまちづくりが行われ、適切な
施設の立地誘導と運営することで、商業、
飲食施設、宿泊施設、温浴施設、施設園
芸等の事業をサポートします。また、新
地における地域エネルギー事業の施設見
学、研修、人材育成の機会形成による専
門家および地域コミュニケーター等の雇
用創出の効果が期待できます。さらに、
新地町における地域エネルギー事業の波
及効果を町全体へ誘導して産業活動の促
進とともに、各地での地域エネルギーま
ちづくり事業の実現への事業展開を期待
します。

■ 新地町の住宅や施設における需要調査
に基づき、エネルギー需要予測システ
ムのプロトタイプの開発を行いました。

■ エネルギーマネジメントの基礎検討を行
い、地域エネルギーを最適化する需給制
御システムの理論体系を構築しました。

■ 地域エネルギー事業と連携する技術導
入に向けて、スマートアグリ、トリジェ
ネレーションシステム等の基本調査と
計画作成、風力発電等の開発システム
を構築しました。

■ 地域エネルギー事業の導入・普及シナ
リオを設定するため、地域展開による
効果の算定手法の構築を進めました。

　福島では自然エネルギーや分散
型の地域エネルギーなど様々なエ
ネルギーシステム革新が進められ
ています。エネルギーの新しい供
給側の技術イノベーションの仕組
みを暮らしの快適さとともに、持

続可能なまちづくりを次世代と未来へ共有するた
めに、需要側で効率的に活用するスマートな取り
組みを提供する社会イノベーションを実現するナ
レッジコンサルティングを進めます。新地町での
パイロットケースの試みを浜通り全体の地域の社
会システムとして共有して、自治体と地域企業、
専門家が連携する新しい復興のスタイルを構築、
提供することを目指します。

国立研究開発法人国立環境研究所
社会環境システム研究センター長

藤田壮

　自立分散型の地域エネルギーシステムとそれ
を活用するスマートまちづくりのガイドライン
と、そのための基本技術モジュールの地域ごとの
パッケージ計画策定のプロセスを、福島県自治体、
国内の SDGs 未来都市自治体へ提供します。新
地町でのスマコミ事業の運用をパイロットケース
として施設見学や研修、人材育成の機会を活用
してコンサルティングシステムを構築します。

　新地町で構築する官民連携の先導的なスマートコミュニティ事業を
パイロットモデルとして、地域エネルギーの超高効率化を可能にする、
画期的なエネルギー制御システムと、周辺地域での新たな再生エネル
ギーの活用を含む地域エネルギー事業の面的展開とエネルギー基盤、
情報ネットワークを地域の活力と暮らしの快適さにつなげるまちづく
り等の計画支援システムを提供します。地域エネルギーとまちづくり
の計画パッケージシステムとして汎用化することにより、地域の特性、
地域資源を活用する小規模な自治体、地区でも実用が可能なエネルギー
まちづくりのソリューションを提供します。

　大震災以降の最優先命題となった強靭な国土
づくりに向けて、地域分散の自立型エネルギー
システムとそれを活用するまちづくりが緊急の
課題となっています。自治体と企業、住民が連
携する新しい地域のエネルギーインフラ設立と
その効率運用を可能にする情報ネットワークを
暮らしのサービスに活かす「社会イノベーション」
の目標像とそこへのプロセス構築を目指します。

汎用型地域エネルギーマネジメントシステムの設計と
復興・まちづくり計画・評価システムの開発

実施期間：2018年度～ 2020 年度　実用化計画開発実施場所：新地町

　新地町および 11 の企業が設立した新地スマートエナジー㈱と連携して、新地で先導するスマート都市事業から
得られる情報・知見を共有して、分散型の地域エネルギー事業を中核とする新たな復興・まちづくり計画の調査、
作成、設計と運営を支援する、汎用型の計画・評価システムを開発しています。地域の資源立地、空間特性を活
かして効率的なスマートエネルギー事業の設計、運用体制等の検討を可能にします。

国立研究開発法人国立環境研究所

2018年度開始
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2018年度版　浜通りの未来を拓く実用化開発プロジェクト　　福島県地域復興実用化開発等促進事業




